
第 83号議案

長岡京市情報公開条例及び長岡京市個人情報保護条例の

一部改正について

長岡京市情報公開条例 (平成 11年長岡京市条例第 17号 )及び長岡京市個

人情報保護条例 (平成 11年長岡京市条例第 18号 )の一部を別紙のとおり改

正するものとする。

令和 3年 11月 26日 提出

長岡京市長 中小路 健 吾

(提案理由)

デジタル庁設置法 (令和 3年法律第 36号 )及びデジタル社会の形成を図

るための関係法律の整備に関する法律 (令和 3年法律第 37号 )の制定に伴

い、情報公開制度及び個人情報保護制度を適正に運用するための規定の整備

を行 うため、条例の一部を改正する必要があるので提案する。



長岡京市情報公開条例及び長岡京市個人情報保護条例の一部を改正する条例

(長岡京市情報公開条例の一部改正)

第 1条 長岡京市情報公開条例 (平成 11年長岡京市条例第 17号)の一部を次のように
改正する。

改正後 改正前

(公開しないことができる情報 )

第 6条 実施機関は、情報の公開の請求 (以
下 「公開請求」とい う。)に係る情報が

次の各号のいずれかに該当するときは、

当該情報を公開しないことができる。

(1)個人に関する情報 (事業を営む個人
の当該事業に関する情報を除く。)で
あって、当該情報に含まれる氏名、生

年月 日その他の記述等 (文書、図画若

しくは電磁的記録 (電磁的方式 (電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式

をい う。)で作られる記録をいう。 )
に記載され、若 しくは記録され、又は

音声、動作その他の方法を用いて表さ

れた一切の事項 (個人識別符号 (」固人
情報の保護に関する法律 (平成 15年
法律第 57号 ) 第 2条第 2項に規定す
る個人識別符号をい う。以下この号に

おいて同じ。)を除く。)をいう。 )
により特定の個人を識別することがで

きるもの (他の情報と照合することが

でき、それにより特定の個人を識別す

ることができることとなるものを含

む。)若 しくは個人識別符号が含まれ
るもの又は特定の個人を識別すること

はできないが、公開することにより、

なお個人の権利利益を害するおそれが

あるもの。ただし、次に掲げる情報を

除く。

ア～オ 【略】
(2)～ (8)【略】

(公開請求の方法)

(公開しないことができる情報)

第 6条 実施機関は、情報の公開の請求 (以
下 「公開請求」という。)に係る情報が

次の各号のいずれかに該当するときは、

当該情報を公開しないことができる。

(1)個人に関する情報 (事業を営む個人
の当該事業に関する情報を除く。)で
あって、当該情報に含まれる氏名、生

年月日その他の記述等 (文書、図画若

しくは電磁的記録 (電磁的方式 (電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式

をいう。)で作られる記録をい う。 )
に記載され、若 しくは記録され、又は

音声、動作その他の方法を用いて表さ

れた一切の事項 (個人識別符号 (`二重

いう。以下この号において同じ。)を
除く。)をいう。)により特定の個人
を識別することができるもの (他の情

報と照合することができ、それにより

特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。)若 しくは個人
識別符号が含まれるもの又は特定の個

人を識別することはできないが、公開

することにより、なお個人の権利利益

を害するおそれがあるもの。ただし、

次に掲げる情報を除く。

ア～オ  【略】
(2)～ (8)【略】

(公開請求の方法)

機関の保有する個人情報の保護に関す

る法律 (平成 15 法律第 58号)第
2条第 3項に規定する個人識別符号を



改正後 改正前

第 8条 公開請求をしようとする者は、次
に掲げる事項を記載した請求書を実施機

関に提出しなければならない。

(1)【略】

(2)公開請求に係る情報を特定するため

に必要な事項

(3)【略】

2 【略】

第 8条 公開請求をしようとする者は、次
に掲げる事項を記載した請求書を実施機

関に提出しなければならない。

(1)【略】

(2)公開の誼茎に係る情報を特定するた

めに必要な事項

(3)【略】

2 【略】
(長岡京市個人情報保護条例の一部改正)

第 2条 長岡京市個人情報保護条例 (平成 11年長岡京市条例第 18号)の一部を次のよ

うに改正する。

改正後 改正前

(定義)

第 2条  この条例において、次の各号に掲
げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

(1)【略】

(2)個人識別符号 個人情報の保護に関
する法律 (平成 15年法律第 57号 )
第 2条第 2項に規定する個人識別符号

をいう。

(3)要配慮個人情報 個人情報の保護_二
関する法律笙 2条第 3項に規定する要

配慮個人情報をいう。

0～(7)【略】

0 事業者 事業を営む法人その他の団
体 (国、独立行政法人等 (但△ 報の

堡重墜型三」L`襲塗

`笙

壁:望をコ:並色

`憂

:夏に規定

する独立行政法人等をい う。以下同

じ。)、 地方公共団体及び地方独立行政

法人 (地方独立行政法人法 (平成 15年
法律第 118号)第 2条第 1項に規定
する地方独立行政法人をいう。以下同

(定義)

第 2条  この条例において、次の各号に掲
げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

(1)【略】

(2) 個人識別符号 行政機関の保有す
る個人情報の保護に関する法律 (平成

15年法律第 58号)第 2条第 3項に

(3)

規定する個人識別符号をいう。

要配慮個人情報 本人の人種、信条、
社会的身分、病歴_、_ 犯罪の経歴、犯罪

する不当な差別、 見その他の不利益

が生じないようにその取扱いに4寺に配

慮を要するものとして規則で定める記

述等が含まれる個人」菫量をいう。

0～(7)【略】

(8)事業者 事業を営む法人その他の団
体 (国、独立行政法人等 (独立行政法

人等の保有する個人情報の保護に関す

る法律 (平成 15 法律第 59号)第
2条 1項に規定する独立行政法人等

をいう。以下同じ。)、 地方公共団体

及び地方独立行政法人 (地方独立行政

法人法 (平成 15年法律第 118号 )

により害を被った事実その他本人に対



改正後 改正前

じ。)を除く。)又は事業を営む個人
をいう。

(9)～ C, 【略】
(訂正等請求に対する決定等)

第 19条  【略】
2～ 6 【略】
7 実施機関は、第 1項の規定による訂正
をする旨の決定に基づく保有個人情報の

訂正を実施した場合において、必要があ

ると認めるときは、当該保有個人情報の

提供先 (情報提供等記録にあつては、内

固」筐i理大臣及び番号法第 19条第 8号に
規定する情報照会者若 しくは情報提供者

又は同条第 9号に規定する条例事務関係

情報照会者若 しくは条例事務関係情報提

供者 (当該訂正に係る情報提供等記録に

記録された者であって、当該実施機関以

外のものに限る。))に対 し、遅滞なく、
その旨を書面により通知するものとする。

第 2条第 1項に規定する地方独立行政

法人をいう。以下同じ。)を除く。 )
又は事業を営む個人をいう。

(9)～〔1 【略】
(訂正等請求に対する決定等)

第 19条  【略】
2～ 6 【略】
7 実施機関は、第 1項の規定による訂正
をする旨の決定に基づく保有個人情報の

訂正を実施した場合において、必要があ

ると認めるときは、当該保有個人情報の

提供先 (情報提供等記録にあっては、給

務大臣及び番号法第 19条第 8号に規定
する情報照会者若しくは情報提供者又は

同条第 9号に規定する条例事務関係情報

照会者若しくは条例事務関係情報提供者

(当該訂正に係る情報提供等記録に記録

された者であって、当該実施機関以外の

ものに限る。))に対し、遅滞なく、その

旨を書面により通知するものとする。

附 則
この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 1条中長岡京市情報公開条例第 6条第

1号の改正並びに第 2条中長岡京市個人情報保護条例第 2条第 2号、第 3号及び第 8号の

改正は、令和 4年 4月 1日 から施行する。


